
重 要 事 項 説 明 書

１．居宅介護サービスを提供する事業者について

事業者名 社会福祉法人しらゆり会

代表者氏名 理事長 梶 原 賢 典

所 在 地

連 絡 先

広島県東広島市西条町馬木 1566 番地

☎:082-425-2000  FAX:082-425-2001

法人設立年月日 昭和５６年７月８日

２．利用者へのサービス提供を担当する事業所について

(1)事業所の所在地等

事業所名 長寿
ちょうじゅ

苑
えん

指定
し て い

訪問
ほうもん

介護
か い ご

事業所
じぎょうしょ

サービスの

主たる対象者

身体障害者

精神障害者

指定事業所番号 居宅介護 3412500070

所 在 地

連 絡 先

広島県東広島市西条町馬木 1660 番地-2

☎:082-425-2000  FAX:082-425-2001

通常の事業

実 施 地 域
東広島市内

事業所が行う他の指定

障害福祉サービス等

重度訪問介護      事業所指定番号 3412500070

移動支援事業       〃  〃  3462000021

（2）事業の目的及び運営の方針

事業の目的
障害者に対して、適切な障害福祉サービス事業（居宅介護・重度訪問介

護）の提供を行う事を目的とします。

運営の方針

利用者の意向及び人格を尊重して、関係機関との連絡・調整を図りなが

ら、常に利用者の立場に立ったサービスの提供に努め、自立支援に考慮

した介護サービスの提供を行います。

(3)事業所の営業日及び営業時間

営 業 日
月曜日から日曜日までとします。ただし、12 月 30 日から 1 月 3 日まで

は除きますが、利用者の状況によってはこの限りではありません。

営 業 時 間

原則午前８時から午後７時までとします。ただし、利用者の状況によっ

ては、この限りではありません。

※365 日、24 時間電話等により常時連絡が可能な体制としております。

連絡先 ☎ ０８２－４２５－２０００（代表）



(4)事業所の職員体制

職種 職   務   内   容 人員数

管

理

者

1 従業者及び業務の管理を一元的に行います。

2 従業者に、法令等の規定を遵守させるために必要な指揮命令を行い

ます。

常勤・兼務

１名

サ

｜

ビ

ス

提

供

責

任

者

1 利用者が居宅において自立した日常生活、又は社会生活を営む事が

できるよう、利用者の身体その他の状況及びその置かれている環境

に応じて、障害福祉サービスが適切に行われるようにアセスメント

を実施し、援助の目標を達成するための手順と所要時間を明確にし

た手順書を作成します。

2 利用者の日常生活全般の状況及び意向等を踏まえ、具体的なサービ

スの内容等を記載した居宅介護計画を作成します。

3 利用者及びその家族等に居宅介護計画の内容を説明し、同意を得て

交付します。

4 居宅介護計画の実施状況の把握を行い、必要に応じて居宅介護計画

の変更を行います。

5 指定居宅介護事業所に対する、指定居宅介護の利用の申し込みに係

る調整を行います。

6 居宅介護従業者（以下「訪問介護員等」という。）に対する、技術

指導等のサービスの内容の管理を行います。

7 訪問介護員等に対して、具体的な援助目標及び援助内容を指示する

と共に、利用者の状況についての情報を伝達します。

常勤・兼務

１名

訪

問

介

護

員

等

1 居宅介護計画に基づき、居宅介護サービスを提供します。

2 サービス提供後、サービスの提供日、内容、利用者の心身の状況等

について、サービス提供責任者に報告を行います。

常勤・兼務

１名

非常勤・専従

３名

３．提供するサービスの内容と料金及び利用者負担額について

(1)提供するサービスの内容について

サービス区分と種類 サ ー ビ ス の 内 容

居宅介護計画の作成

利用者の日常生活全般の状況及び希望等を踏まえて、具体的なサービ

スの内容等を記載した居宅介護計画、重度訪問介護計画を作成し、必

要に応じて見直しなどを行います。



居

宅

介

護

身

体

介

護

食事の介助 食事の介助を行います。

排泄介助 排泄の介助、オムツ交換を行います。

衣類着脱の介助 衣服の着脱の介助を行います。

入浴介助・清拭 衣類着脱、入浴介助や清拭（身体を拭く）、洗髪などを行います。

そ の 他 その他日常生活を営むために必要な身体介助を行います。

家

事

援

助

調   理 利用者の食事の用意を行います。

洗   濯 利用者の衣類等の洗濯を行います。

掃   除 利用者の居室の掃除や整理整頓を行います。

そ の 他 その他日常生活を営むために必要な家事援助を行います。

重 度 訪 問 介 護

重度の肢体不自由者で常時介護を必要とする利用者に、居宅にお

いて入浴・排泄・食事等の介護サービスや調理・洗濯・掃除等の

家事援助、移動介護、その他の生活全般にわたる見守り等の支援

を行います。

そ の 他 日常生活等に関する相談や助言を行います。

(2)サービス提供の禁止行為

以下のサービス内容は、制度上行いません。

①医療行為や年金等の金銭の取り扱い。（ただし、買い物等に伴う少額の金銭の取り扱いは可能）

②利用者以外の洗濯・調理・買い物・布団干し

③主として利用者が使用する居室以外の清掃

④利用者の日常生活の範囲を超えたサービス（大掃除、庭掃除、ガラス磨きなど）

⑤家具・電気器具・タンスなどの移動・修繕

⑦その他利用者又は家族等に対して行う、宗教活動・政治活動・営利活動、その他迷惑行為

(3)提供するサービスの料金とその利用者負担額について

   ※ 利用料の詳細は「長寿苑指定訪問介護事業所料金表」をご参照ください。

提供するサービスについて、厚生労働省の告示上の額による利用料が発生しますが、利用者負担は

現在、サービス量と所得に着目した負担の仕組みとなっており、定率負担及び実費負担のそれぞれ

に低所得の方に配慮した軽減策が講じられています。サービス提供に係る費用の内、世帯の所得に

応じた額をご負担していただきますが、１割相当額が負担上限月額以下の場合には、その額までの

ご負担となります。

障害福祉サービスの自己負担額は、所得に応じて負担上限額が設定されており、１ｹ月に利用した

サービス量に係わらず、それ以上の負担は生じません。

負担上限額等に関する詳細については、お住まいの市町窓口までお問い合わせください。

   

４．サービス提供に当たっての留意事項

(1)市町の支給決定内容等の確認

  サービスの提供に先立って、受給者証に記載された決定支給量・支給内容・利用者負担上限額等を確

認させていただき、受給者証の住所、利用者負担上限額、決定支給量などの、記載事項に変更があっ

た場合は、速やかに事業所にお知らせください。



(2)居宅介護計画の作成

確認した支給決定内容に沿って、利用者及び家族の意向に配慮しながら居宅介護計画を作成し、作成

した居宅介護計画については、利用者及びその家族に説明し、同意を得た上でサービスの提供を行い

ます。サービスの提供は居宅介護計画に基づいて実施し、実施に関する指示や命令は全て事業者が行

いますが、実際の提供に当たっては、利用者等の訪問時の状況や意向に十分に配慮して行います。

(3)居宅介護計画の変更等

居宅介護計画は、利用者等の心身の状況や意向などにより、必要に応じて変更いたします。又、サー

ビス利用の変更・追加は、訪問介護員等の稼働状況により利用者が希望する時間に、サービスの提供

ができない事があります。その場合は、他の利用可能日時を利用者に提示する他、他の事業所を紹介

するなどの必要な調整をいたします。

(4)担当訪問介護員等の決定について

サービス提供時には担当する訪問介護員等を決定いたしますが、実際のサービス提供に当たっては、

複数の訪問介護員等が交替してサービスの提供を行います。利用者等から担当変更の希望があった場

合は、利用者等の希望を尊重して調整を行いますが、当事業所の人員体制などにより、ご希望に沿え

ない場合もある事を、あらかじめご了承ください。又、当事業所においては、正当な理由がある場合

に限り担当を変更する事もあります。交替及び変更する際には、あらかじめ利用者及びその家族等に

説明すると共に、利用上の不利益が生じないように十分配慮いたします。

(5)サービス実施のために必要な備品等の使用

サービスの実施のために必要な備品等（水道、ガス、電気）は無償で使用させていただきます。

５．サービス提供記録について

①サービスを提供した際には、あらかじめ定められた「居宅介護サービス提供実績記録票」等の書面に、

  必要事項を記入の上、利用者の確認を受けます。

②事業所は、前項の「居宅介護サービス提供実績記録票」等、その他の記録をサービス完結日より５年

間は適切に保管し、利用者等の求めに応じて閲覧に供し又は実費にてその写しを交付します。

６．虐待の防止について

利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次のとおり必要な措置を講じます。

1)虐待の防止に関する責任者を管理者とします。

2)成年後見制度の利用を支援します。

3)苦情解決体制の整備を行います。

4)従業者に対する虐待の防止を啓発・普及するための研修を行います。



７．緊急時の対応について

  1)サービス提供中に、利用者に病状の急変が生じた場合やその他必要な場合には、速やかに主治医へ

連絡を行うなど必要な措置を講じると共に、利用者があらかじめ指定する連絡先や管理者に連絡し

ます。

2)利用者に病状の急変や上記以外の緊急時においても、利用者の状態に応じ必要な対応を行います。

     連絡先：☎０８２－４２５－２０００（代表）   ※２４時間、３６５日対応可能

８．事故発生時の対応

事業所が提供するサービス中に事故が発生した場合には、市町、当該利用者の家族、主治医、緊急連絡

先等に連絡し、必要な措置を行うものとします。又、事故の状況や事故に際しての対応等を記録した上

で、その原因を解明し再発を防ぐ対策を講ずるものとし、賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠

償を速やかに行ないます。必要に応じて市町に報告すると共に、市町よりの指導・助言を受けます。

９．秘密の保持と個人情報の保護について

利用者及びその家

族に関する秘密の

保持

事業所は、利用者の個人情報について「個人情報の保護に関する法律」及び

厚生労働省が策定した「福祉事業所における個人情報の適切な取り扱いのた

めのガイドライン」を遵守し、適切な取り扱いに努めるものとします。

○事業所及び従業者は、サービス提供を行う上で知り得た利用者及びその家

族の秘密を正当な理由なく、第三者に漏らしません。

○この秘密を保持する義務は、サービス提供契約が終了した後においても継

続します。

○事業所は、従業者に業務上知り得た利用者及びその家族等の秘密を保持さ

せるため、従業者である期間及び従業者でなくなった後においても、その

秘密を保持すべき旨を、従業者との雇用契約の内容とします。

個人情報の保護に

ついて

○事業所は、利用者からあらかじめ文書で同意を得ない限り、サービス担当

者会議等で使用する他に、他の指定障害福祉サービス事業所等にも、利用

者及びその家族等の個人情報は提供いたしません。

○事業所は、利用者及びその家族等に関する個人情報が含まれる記録物（電

磁的記録も含む。）については、善良な管理者の管理の下に行い、処分する

際にも第三者への漏洩を防止するものとします。

○事業所が管理する情報については、利用者及びその家族等の求めに応じて、

その内容を開示すると共に、開示の結果情報の訂正、追加又は削除を求め

られた場合には、遅滞なく調査を行った上で、利用目的の達成に必要な範

囲内で訂正等を行うものとします。（開示に際して、複写料などが必要な場

合には、実費負担となります。）



10．苦情やご相談について

当事業所が提供するサービスに関する苦情やご相談は、以下の窓口で受付いたします。

事業所の窓口

受付担当者： 管 理 者     梶原 賢典

サービス提供責任者 垣井 美衣

所 在 地：広島県東広島市西条町馬木 1660 番地-2

電   話：082-425-2000    FAX：082-425-2001

受 付 時 間: 月曜日から日曜日 午前８時３０分から午後５時３０分

               上記以外でも２４時間連絡が取れる体制です。

行政機関その他

苦情の受付機関

東広島市役所 障害福祉課

所 在 地：広島県東広島市西条栄町 8 番 29 号

電   話：082-420-0180  FAX: 082-420-0181

受 付 時 間: 月曜日から金曜日（祝日は除く）

午前８時３０分から午後５時１５分

広島県社会福祉協議会 広島県福祉サービス運営適正化委員会

所 在 地：広島市南区比治山本町 12-2

電   話：082-254-3419 FAX: 082-569-6161

受 付 時 間: 月曜日から金曜日（祝日は除く）

午前８時３０分から午後５時

本事業所においては、「第三者委員会」の設置や法人の定める「苦情処理に関する処理要綱」

に則り、速やかに解決を図れるように努めております。

① 事業所は、提供した障害福祉サービスに関し、法の定めるところにより、市町又は県が行

う報告若しくは文書その他の物件の提出、提示の命令又は当該職員からの質問、あるいは事業

所の設備若しくは帳簿書類その他の物件の検査に応じ、及び利用者又はその家族からの苦情に

関して市町又は県が行う調査に協力するとともに、市町又は県から助言を受けた場合は、当該

指導又は助言に従って必要な改善を行うものとする。

② 事業所は、社会福祉法第 83 条に規定する運営適正化委員会が同法第 85 条の規定
により行う調査又は斡旋にできる限り協力するものとする。

11．高齢者虐待防止のための措置について

①事業所においては、利用者の人権の擁護及び虐待等の防止のため次の措置を講ずるものとする。

(1) 事業所は、虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、

その結果について職員に周知徹底を図る。

(2) 職員に対する虐待の防止を啓発・普及するための定期的な研修の実施

(3) 上記の措置を適切に行うための担当者の設置。

(4) その他虐待防止のために必要な措置

②事業所においては、事業を提供するに当たり、当該職員又は養護者（利用者の家族等の現に高齢

者を養護する者）による虐待を受けたと思われる利用者等を発見した場合は、速やかに、これを市



町村に通報するものとする。

12．業務継続計画の策定等について

①事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的

に実施並びに非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画(以下「業務継続計画」とい

う。)を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じるものとする。

②事業所は、職員に対し業務継続計画について周知すると共に、必要な研修及び訓練等を定

期的に実施するものとする。

③事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行

うものとする。

13．感染症対策について

事業所は、事業所内において感染症が発生し、又はまん延しないように、次の各号に掲

げる措置を講じるものとする。

(1) 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会を、概

ね６か月に一回以上開催すると共に、その結果について職員に周知徹底を図る。

(2)  事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備する。

(3)  事業所においては、職員に対し感染症の予防及びまん延の防止のための、研修及び

訓練等を定期的に実施する。

14．ハラスメント等の防止について

事業所は、適切なサービスの提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言

動又は優位的関係を背景とした言動により、業務上必要かつ相当な範囲を超えたものに

より、職員の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等への必要な措置

を講じるものとします。

15．身体拘束廃止への取組み内容について

    ①サービスの提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護す

るために、緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する

行為（以下「身体的拘束等という。）を行わないものとし、やむを得ず身体拘束を行

う場合には、その態様及び時間、利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由等

必要な事項を記録するものとする。

② 事業所は、身体拘束廃止への取り組みとして次の措置を講ずるものとする。

（1） 身体拘束廃止委員会を設置するとともに,3月に1回以上開催することにより、身体

拘束廃止への取り組みについて検討、その結果について職員に周知徹底を図る。

(2) やむを得ず身体拘束を行う場合には、家族への説明を行い「身体拘束に関する説     

明書・経過観察記録」に身体的拘束等にかかる利用者の態様及び時間、その際の

利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録する。

(3) 職員に身体拘束廃止への取り組みの為の定期的な研修の実施。

（4）上記の措置を適切に行うための担当者の設置。



16．重要事項の掲示

事業所内の見やすい場所に、運営規程の概要、職員の勤務体制、協力病院、利用料その他のサー

ビスの選択に資する、重要事項を書面掲示に加え、法人のホームページ等又は、情報公表システ

ムに掲載・公表するものとする。

  年   月   日

当事業所は、利用者に対する居宅介護サービス・重度訪問介護サービスの提供開始に際し、サービス

内容及び重要事項について、本書面に基づいて説明いたしました。

事

業

者

所在地 広島県東広島市西条町馬木 1566 番地

法人名 社会福祉法人 しらゆり会

代表者 理事長 梶 原 賢 典

事業所名 長寿苑指定訪問介護事業所

所在地 広島県東広島市西条町馬木 1660 番地-2

説明者氏名                                   印

                                                         

  私は、居宅介護サービス・重度訪問介護サービスの内容及び重要事項について、本書面に基づき事業

者から説明を受けました。

利 用 者

                        住  所                   

                        氏  名                 

                 代 理 者 （代理者を選任した場合）

                        住  所                   

                        氏 名                

                                      （続柄:                 ）


